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〔判例研究〕
弁護士会照会に対する報告義務と
報告拒絶による不法行為の成否
――最判平成28年10月18日民集70巻⚗号1725頁――
栗 田 隆＊
最高裁判所 平成28年10月18日 第⚓小法廷 判決 (平成27年(受)第1036号) 損害賠償請
求事件，民集70巻⚗号1725頁1)
第一審 名古屋地方裁判所 平成25年10月25日 民事第⚖部 判決 (平成23年(ワ)第
7490号) 判時2256号23頁，金法1995号127頁，金商1443号46頁
控訴審 名古屋高等裁判所 平成27年⚒月26日 民事第⚑部 判決 (平成25年(ネ)第957
号) 判時2256号11頁
【事件の概要】
Ａは，Ｂが株式の購入代金名目で金員を詐取したと主張して，平成22年⚒月，Ｂに対
して，不法行為による損害の賠償を求める訴えを提起し，同年⚙月，Ｂとの間で，Ｂが
Ａに対し損害賠償金を支払うことなどを内容とする訴訟上の和解をした。Ａの代理人弁
護士は，Ｂに対する強制執行の準備のため，平成23年⚙月，所属する愛知県弁護士会
(以下「Ｘ」という）に対し，弁護士法23条の⚒第⚑項に基づき，Ｂ宛ての郵便物に係
る転居届の提出の有無及び転居届記載の新住所 (居所）等についてＹ (日本郵便株式会
社2)）に弁護士会照会3）をすることを申し出た。Ｘは，上記の申出を適当と認め，平成
＊ くりた たかし 関西大学法学部教授（特別契約教授）
1) 本判決については，すでに次の研究がある：加藤新太郎・NBL 1089号 (2017年）
86頁，同・平成28年度重判解説 (2017年）81頁，酒井一・法学教室437号 (2017年）
145頁，調査官解説として，齋藤毅・ジュリ1504号 (2017年）100頁。なお，齋藤・
前掲102頁によれば，依頼者 (正確には，その相続人）も上告受理申立てをしたが，
上告不受理の決定がなされたとのことである。
2) 弁護士会照会がなされた時点では郵便事業株式会社であったが，同社はその後に
日本郵便株式会社に承継された。
3) ｢23条照会」ともいい，また「弁護士照会」と呼ばれることもある。しかし，→
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23年⚙月，Ｙに対し，上記の事項について照会をしたが，Ｙは，同年10月，これに対す
る報告を拒絶する旨を回答4）した。
そこで，Ａは，Ｙは照会に応ずる公法上の義務を負うにもかかわらず，その義務を履
行しなかったことにより，Ａは動産執行が不可能になったことで精神的苦痛を受け (損害
額⚑万円以上），Ａが拠出した照会費用5250円が無駄になり，合計で少なくとも⚑万5250
円の損害を被ったと主張して，損害賠償請求の訴えを提起した。Ｘも，(ア）Ｙに対して
報告を求める再度の通知書の発送費用 (380円）の支払が必要となり，また，(イ）報告拒
絶により弁護士会照会の適正な権限行使を妨げられ，弁護士会の社会的評価の低下等の無
形の損害及び弁護士費用の損害 (総額40万円以上）を被ったと主張して，(ア）の全額及
び (イ）の一部の合計額として30万380円の賠償請求の訴えを提起した。これらの訴えは，
第一審及び控訴審では通常共同訴訟として併合審理されたが，本上告審判決の対象となっ
たのは，Ｘからの上告のみである。以下では，ＸのＹに対する訴えを主たる対象とする。
第一審は，次の趣旨を述べて，原告らのいずれの請求も棄却した：Ｙは報告拒絶につ
いて正当な理由を有していなかったが，「郵便法⚘条⚒項の守秘義務を負っている被告
が本件照会に対して報告できない旨の回答をしたことに相応の事情が存したことは否定
できず，被告に過失があるとまではいえない」。
控訴審でＸは，損害賠償請求額を拡張するとともに，予備請求として，ＹがＸに対し
て報告義務を負うことの確認請求を追加した。控訴審は，Ａの控訴について，Ａが動産
執行を実現することについて法的利益があるとしても，Ｙの報告拒絶によりそれが害さ
れたとは認められないこと等を理由にＡの請求は認められないとして，Ａの控訴を棄却
した。Ｘの控訴については，Ｙの報告義務を肯定し，報告しなかったことに過失がある
として請求を一部認容し，予備請求については，主位請求が全部棄却である場合の予備
請求であることが明らかであるとして，裁判しなかった。
Ｙが上告受理申立てをし，Ｘの請求を一部認容した原判決部分に対して不服を申し立
てた。
→ 前者の名称は条文番号の点で誤解が生じやすく，また，照会をするのは弁護士会で
あることに鑑みれれば，後者の名称も適切とは思われない。本稿では，引用文中を
除き，「弁護士会照会」の名称を用いることにする。
4) 本稿では，照会に応じた報告をする場合とその報告を拒絶する場合の双方を含め
て，照会に対して何らかの応答をすることを「回答する」ということにする。
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【判 旨】
上告審は次のように判示して，主位請求 (損害賠償請求）を棄却すべきものとし (原
判決破棄・控訴棄却），予備請求 (報告義務確認請求）の審理裁判のために，事件を原
審に差し戻した。
「23条照会を受けた公務所又は公私の団体は，正当な理由がない限り，照会された事
項について報告をすべきものと解されるのであり，23条照会をすることが上記の公務所
又は公私の団体の利害に重大な影響を及ぼし得ることなどに鑑み，弁護士法23条の⚒は，
上記制度の適正な運用を図るために，照会権限を弁護士会に付与し，個々の弁護士の申
出が上記制度の趣旨に照らして適切であるか否かの判断を当該弁護士会に委ねているも
のである。そうすると，弁護士会が23条照会の権限を付与されているのは飽くまで制度
の適正な運用を図るためにすぎないのであって，23条照会に対する報告を受けることに
ついて弁護士会が法律上保護される利益を有するものとは解されない。
したがって，23条照会に対する報告を拒絶する行為が，23条照会をした弁護士会の法
律上保護される利益を侵害するものとして当該弁護士会に対する不法行為を構成するこ
とはないというべきである。」
補足意見 岡部喜代子裁判官と木内道祥裁判官が補足意見を書いた。後者について
は，3.1⑵で言及する。
【研 究】
本判決の要点は，次の点にある：(Î）「23条照会を受けた公務所又は公私の団体は，
正当な理由がない限り，照会された事項について報告をすべき」である；( Ï）「23条照
会に対する報告を受けることについて弁護士会が法律上保護される利益を有する」とは
いえない；したがって，( Ð）「23条照会に対する報告を拒絶する行為が当該弁護士会に
対する不法行為を構成することはない」。
先例として意義のある部分は ( Ø）である。( ×）は，( Ø）の理由付けとして意義が
ある。( Ö）は，前提としての説示であり，傍論である。この傍論は，岡部意見が「23
条照会に対する報告義務が公法上の義務である」と述べていることと比較すると，照会
を受けた者 (以下「照会先」という）は「報告をすべき」と言うにとどまり，「義務」
とまでは述べていないことが気になる。
法的義務と倫理的義務 ｢義務」という言葉は，通常は「法的義務」の意味で用い
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られる (「狭義の義務」）。法的義務ではないが「すべき」であるという状況をどのよう
な言葉で表現すべきか迷うが，ここでは，「倫理的義務」と呼んでおこう (倫理的義務
と法的義務の双方を含む「義務」は，「広義の義務」である）。照会先が負う義務は法的
義務なのか，それとも倫理的義務なのか。それは，議論の出発点であり，法的義務肯定
説と否定説とが対立している。まずは法的義務の意味を論じておこう。以下では，義務
に対応する権利が観念され，義務者と権利者との対立があることを前提にする。
(Î）義務の最小限の内容は，非難可能性であることを前提にしよう。法的義務に違
反する者に対しては，義務違反の非難を加えることができる。もちろん，社会的相当性
を欠く態様での非難は許されないとしなければならないが，社会的に相当な範囲内で義
務違反者を非難することは，法的に許される。( Ï）法的義務に反する行為がなされた
場合に，義務者が権利者に対して損害賠償義務を負うとは限らないが，それでも，義務
者の有責的義務違反行為があれば，義務者は，義務違反行為により権利者に生じた損害
の賠償義務を負うのが原則である。この原則から離れることについては，相応の説明が
必要である。( Ð）義務が法的なものではなく倫理的なものにすぎない場合には，その
義務について確認判決を求める訴えの利益は一律に否定され，その訴えは却下される。
法的義務であっても，不法行為法の領域における注意義務のように，それ自体を確認対
象とすることに意味がないものもありうるが，原則的には，判決により確認される対象
になりうる。そして，義務が一定の具体的な行為をなす義務である場合には，権利者は，
義務者を被告にして，通常は給付の訴えにより，給付の訴えが許されない場合には確認
の訴えにより，その義務の存在を判決により確定させることができる。
法廷意見の「すべき」の理解 法廷意見が「報告をすべき」をどのような意味で
用いているのかが問題になる。「正当な拒絶理由がない場合に照会先が負う報告義務
は，法的義務である」と法廷意見が考えていると理解する余地はあるが，その点につい
て，本判決が差戻審を拘束する判断 (裁判所法⚔条）を明示的にしているとは言い難
い5)。
差戻審が「それは法的義務ではない」と判断する可能性は残されていると見るのが正
しいであろう。他方で，照会先が負う義務が法的義務ではなく倫理的義務にすぎないと
考えているのであれば，報告義務確認請求が認容される余地はなく，原審で判断されて
5) 報告義務確認請求に関する部分を原審に差し戻すことを述べる部分においても，
この点について何の説示もしていない。もっとも，加藤・前掲 (注 1）重判解説81
頁は，法廷意見の「報告をすべき」の部分を法的義務を認めたものと理解する。
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いない請求ではあるが，上告審は請求棄却の自判をすることができたであろう6)。そこ
から逆推すると，本判決は，照会先が報告をすべき法的義務を負う余地があることを前
提にして，事件を原審に差し戻したと考えられる。
これを前提にして，判旨 ( Ö）に賛成する。しかし，( ×）( Ø）には賛成できない。
1 問題点及び学説・判例の概況
弁護士が依頼者の権利の伸張を中心とする職務を適正に行うためには，依頼された事
件について正確な情報を多く得る必要がある。そのために，弁護士法23条の⚒において，
各弁護士が依頼を受けた事件について弁護士会を通じて公私の団体に照会をする (情報
提供を求める）制度が用意された7)。
6) 本件では，Ｘ (原告）は，単に「ＹがＸに対し報告すべきであることを確認す
る」との判決を求めているのではなく，「Ｙが，……別紙の照会について，Ｘに対
し報告をする義務があることを確認する」との判決を求めているのであるから (文
脈から，そこにいう「義務」は「法的義務」を意味する），確認の利益は肯定され，
「報告をすべき」ことが法的義務であるか否かは本案の問題として扱われるべきで
あろう。
もっとも，(Î）現行法上ありえない法的義務について確認の訴えを提起しても，
訴えは不適法として却下されるべきであるとの原則を肯定する立場に立てば，そし
て，報告義務はこの原則を適用してよい程に否定されるべきであると考えれば，訴
えは却下されることになる。なお，( Ï）下級審判例の中には，報告義務違反を理
由とする依頼者からの損害賠償請求を棄却するに際して，報告拒絶により原告の
「権利等について危険または不安が生じたというのであれば」，その除去には，報
告義務確認の訴えによるよりも報告拒絶が違法であることを理由とする損害賠償請
求等による方がより有効かつ適切であるとの趣旨を説示をするものが散見される
(例えば，東京高判平成25年⚔月11日金法1988号114頁など）。しかし，この論理に
は賛成しがたい。これでは，法的義務は肯定されるが被告に過失がないことを理由
に損害賠償請求が棄却される場合に，原告は法的地位の保護 (不安の除去）が図ら
れないままとなる。土地所有権に基づく妨害排除請求の先決問題として，原告の所
有権の存否が問題になった場合に，給付請求の方が有効適切であるから確認請求は
訴えの利益を欠き許されないとの主張は，否定されるべきである (八木良一「複数
請求訴訟」高橋宏志 =加藤新太郎・編集『実務民事訴訟講座［第⚓期］』(日本評論
社，2014年）175頁）。これと同様に，前記の論理は否定されるべきである。
齋藤・前掲 (注 1）102頁が，報告義務確認請求の部分を差し戻したことについ
て「確認の利益等の観点から議論の余地があるところであるから」と述べている。
これは，上記の⚒つの論点の存在を示唆しているものと推測できる。
7) 沿革について，飯畑正男『照会制度の実証的研究――弁護士法23条の⚒――』→
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⑴ 弁護士法23条の⚒の法的効果
23条の⚒の規定の法的効果は，解釈論として，様々に設定することができる。(Î）
最も基本的な効果 (最小限の効果）は，「適当でない」照会をした場合を除き，照会を
したこと自体について法的に非難されることはないという効果であろう8)。次に，( Ï）
照会先は，照会を無視してはならず，照会に応じた報告をするか，または理由を付して
→ (日本評論社，1984年）⚔頁以下参照。その運用について，飯塚・前掲13頁以下
(郵便局に対する照会について，書留内容証明郵便の配達日とその内容についての
照会例が101頁に挙げられているが，転居届の記載内容の照会例はない），及び最近
の状況について，次の文献などを参照：愛知県弁護士会『事件類型別弁護士会照
会』(日本評論社，2014年）(転居届記載の新住居所の照会について，56頁以下参
照），東京弁護士会調査室・編『弁護士会照会制度［第⚕版］』(商事法務，2016年）
(転居届記載の新住居所の照会について，151頁以下参照）。判例の流れについて，
森島昭夫「弁護士会照会に対する報告拒絶と不法行為責任」自由と正義66巻⚑号
(2015年）22頁以下参照。
なお，裁判所が行う調査の嘱託 (民訴法186条）も，正当な理由によらない報告
拒絶に対する制裁規定を欠いており，報告義務が問題になる。同条の最小限の法律
効果は，嘱託を行うことが違法行為でないことと，嘱託の結果得られた資料を判決
の基礎資料とすることができることにあると言ってよいであろう。嘱託を受けた者
が日本の裁判権に服することを前提にして，その者が報告義務を負うか，負うとし
て義務違反の効果をどのように考えるかについては，見解が分かれている。栗田
隆・関西大学法学論集63巻⚒号151頁参照。
強制執行の準備としての債務者の所在調査に限定して言えば，次のような立法論
の動きがある。すなわち，執行債務者の所在調査のために執行債権者がアクセスで
きる情報源に制約があることに鑑み，ドイツでは，2013年⚑月⚑日施行された「強
制執行における事案解明の改革についての法律」により，執行申立てをした債権者
は執行官に債務者の所在場所の調査を申し立てることができるようになった (内山
衛次「執行債務者の所在地調査――ドイツ法を手がかりとして」『民事手続法制の
展開と手続原則 (松本博之先生古稀祝賀論文集）』(弘文堂，2016年）669頁）。これ
をふまえて，同論文は，日本法の体系に合わせて同様な立法をなすことを提案して
いる。
8) もし同条の規定がなければ，どうなるか。弁護士会 (あるいは弁護士）は，「お
願い」の形で情報提供を求めることになろう。そのこと自体がただちに不法行為に
なることはないであろうが，しかし，照会先から「業務の支障となるので，今後こ
のような照会は一切しないで頂きたい」と言われたときに，それにもかかわらず弁
護士会が同様な照会を繰り返せば，「どのような法的根拠で照会するのか」という
形で非難を受け，照会行為差止請求の訴えが提起されれば認容されるであろうし，
場合によれば不法行為が成立する余地があろう。
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報告を拒絶する旨の回答をするかのいずれかの応答をする義務が考えられる。さらに，
( Ð）照会先は，正当な理由があれば報告を拒絶することができるが，正当な拒絶理由
がない限り報告義務を負うと解することができる。更に進んで，( Ñ）弁護士会が照会
の正当性を審査して照会している以上，照会先は照会の正当性について独自に判断する
ことは許されず，報告義務を負うとすることが考えられる。
( Ù）を採用する場合には，( Ñ 􂀲􂀲）照会先がした報告により第三者のプライバシーや
秘密保持の利益が侵害されたとしても，その報告行為は弁護士法により定められた義務
の履行として違法性を帯びず，不法行為は成立しないとする必要がある。しかし，
( Ù 􂀲􂀲）は，後掲［先例 1］により否定されており，その後の下級審判例は，おおむね
( Ø）の法的効果 (正当な拒絶理由がない限り報告義務を負うこと）を認める立場にあ
る9)。学説は，照会先が報告について法的な義務を負うかについて，否定的な見解10）
もあるが，肯定的な見解11)が多いと言ってよいであろう。
⑵ 報告義務違反の場合の損害賠償請求
照会先は正当な拒絶理由がない場合に報告義務を負うとしても，その強制方法は弁護
士法では特に規定されていない。そのため，報告義務違反に対して弁護士会がとりうる
法的な対抗手段12）は，実際上，(Î）義務確認請求訴訟と，( Ï）義務違反により弁護
9) 本件第一審判決及び控訴審判決，後掲［先例 2］及び［先例 3］。その外に，岐阜
地判昭和46年12月20日判時664号75頁，東京地判平成21年⚗月27日判タ1323号207頁。
10) 升田純・金法1772号 (2006年）25頁 (照会先や受嘱託者の報告義務を法的な義務
とすることに慎重な態度を表明し，裁判所の調査嘱託については，「公的な協力義
務」とする），額田洋一「弁護士法23条の⚒の照会について」山梨学院ロー・
ジャーナル10号 (2015年）96頁，今津綾子・リマークス50号125頁 (弁護士会との
関係で，照会は任意の協力を求めるものとする。なお，照会申出弁護士の依頼者と
の関係につき，124頁参照）。
11) 近衞大・金商1267号 (2007年）13頁，前田陽一・判タ1249号 (2007年）57頁，中
原利明・金法1812号 (2007年）64頁以下 (ただし，積極的に肯定しているわけでは
ない），岩藤美智子・金商1336号 (2010年）34頁，梅本吉彦「弁護士会照会制度の
現代的意味」自由と正義62巻12月号 (2011年）10頁以下，酒井博行「弁護士会照会
に対する報告拒絶と報告義務の確認の訴え」『北海学園大学法学部50周年記念論文
集 次世代への挑戦』(2015年）247頁以下，森島・前掲 (注 7）32頁，伊藤眞「弁
護士会照会の法理と運用」金法2028号 (2015年）15頁，高中正彦『弁護士法概説
(第⚔版）』(三省堂，2012年）118頁，日本弁護士連合会調査室『条解弁護士法 (第
⚓版）』(弘文堂，平成15年）182頁 (判例は報告義務を肯定していると述べる）。
12) 法的な手段を執ること以外に，弁護士会は，照会先となることが多い企業が属 →
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士会に損害が生ずることを前提にして，その損害の賠償請求訴訟だけである。本件では
前者についての説示がないので，後者についての議論の概況のみを紹介しておこう。
報告義務違反を理由とする損害賠償を請求しうる主体としては，照会申出弁護士又は
その依頼者の外に，照会をした弁護士会が考えられる。ただ，弁護士会が原告となった
事件は，公表判例の中では，本件 (第一審・控訴審を含む）が初めてであろう。本件以
外では，照会申出弁護士又はその依頼者が原告となっており，議論もこの場合に集中し
ている。そして，依頼者等の損害賠償請求は，たとえ第一審で認容されても，控訴審で
はほとんど棄却されてきた (例外として，注15 ( ×）で紹介する事件がある）。そのた
めであろうか，この問題に関する最高裁判決は，未だ目にしていない (依頼者等が上告
受理申立をしても，不受理の決定がなされてきたためであろうと推測される。依頼者等
からの損害賠償請求事件が多発した原因の一端は，最高裁の判断が示されなかった点に
あると推測される）。
依頼者等が原告になった事件において，多くの下級審先例は，損害賠償請求を認める
か否かにかかわらず，弁護士会照会により有用な情報が得られ，詐欺事件の加害者に対
する提訴の準備のための情報 (被告を特定するのに必要な情報）の入手や，強制執行の
対象財産 (動産）の所在場所を探知するための情報 (債務者の住居所情報）の入手につ
いて重要な機能を果たしていることを認識し，それを強調する。しかし，個々の事件に
おいて依頼者等の損害賠償請求が認められるためには，⚒つのハードルがある。第⚑は，
当該事件の原告が報告を受けることについて民法709条により保護されるに値する法的
利益を有するか，有するとして損害が発生しているかである。第⚒は，照会先が報告拒
絶の正当理由があると判断したことに過失があるかである。依頼者等が第⚑のハードル
を乗り越えることができるかについては，判断は分かれている13)。そして，第⚑の
→ する業界団体との協議会を開き，協力を求めることもしているとのことである。そ
の一事例として，長谷川卓 =木村健太郎「弁護士会照会に関する三井住友銀行の取
組み」金法2022号 (2015年）28頁参照。
13) 議論は，おおむね次のように展開されている。弁護士会照会に応じた報告を受け
ることについて依頼者は利益を有するが，その利益は，(Î）弁護士会が報告を受
けることにより生ずる反射的利益にすぎないのか，それとも ( Ï）依頼者は弁護士
会照会により実質的に保護されるべき主体であるという意味で，実質的利益を有す
るのかが議論される。前者であると判断されると，民法709条により保護されるべ
き法的利益を有しないとされ，後者であると判断されれば，同条により保護される
べき法的利益を有すると判断される (調査の嘱託に関してであるが，栗田・前掲
(注 7）158頁参照）。この場合でも，( Ð）当該事件において賠償されるべき損害 →
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ハードルを乗り越えても，第⚒のハードルを乗り越えることは難しかった14)。報告を
拒絶することについて正当な理由があるか否かの判断が微妙であり，また，最高裁判決
が未だないこと等を理由に，照会先の過失が否定されやすかったからである。そして，
第一審の賠償請求認容判決が確定することは，稀であった15)。
→ の発生が認められなければ，請求は棄却される。
依頼者 (原告）が民法709条により保護されるべき法的利益を有しないとして，
損害賠償請求権の発生を否定した先例として，次のものがある：岐阜地判昭和46年
12月20日判時664号75頁，大阪高判平成19年⚑月30日判時1962号78頁，後掲〔先例
⚒〕。依頼者 (原告）に賠償されるべき損害が発生していないとして請求が棄却さ
れた事例として，次のものがある：大阪地判昭和62年⚗月20日判時1289号94頁 (申
出弁護士が当事者参加した）。
14) 損害賠償請求者が誰であるかを問わずに，照会先の報告拒絶による権利侵害は肯
定されたが過失は否定された事例を挙げるならば，本件第一審判決の外に，例えば
次のものがある：大阪地判平成18年⚒月22日判時1962号85頁 (升田・前掲 (注10）
はこれの判例批評である）。
15) 私が目にしたのは，次の⚒つだけである。(Î）京都地判平成19年⚑月24日判タ
1238号325頁。これは，戸籍簿に被相続人 (遺言者）の子として記載されている原
告から遺留分減殺請求手続の委任を受けた弁護士が，遺言執行者である被告 (司法
書士）から受任事件の処理に必要な情報を得ようとして，弁護士会照会の申出をし，
弁護士会が被告に照会をしたが，被告が受遺者から同意が得られないこと，原告が
相続人であることが確認できないことを理由に報告を拒絶し，また，民法1011条⚑
項に基づく財産目録の作成及び交付請求にも回答しなかった場合に，これらの行為
が不法行為を構成するとして，原告が受けた精神的損害に対する慰謝料の支払が命
じられた事例である (一部認容，確定）。( Ï）岐阜地判平成23年⚒月10日金法1988
号145頁およびその控訴審である名古屋高判平成23年⚗月⚘日金法1988号135頁。こ
れは，患者を診療所から高次医療機関へ救急搬送した救急隊の活動が遅れたことに
ついて，消防署の属する市に対する損害賠償請求事件を死亡した患者の夫から受任
した弁護士が，通報を確知した時刻から現場到着時刻まで，到着時刻から現場出発
時刻まで，出発時刻から収容医療機関への到着時刻までの「各経過時間に分節して，
各々経過時間として通例か異例か，もし異例だとした場合，その原因・理由として
考えられること，ないし消防署が把握している原因・事情」の照会申出をした事案
である (他にも照会事項があるが，裁判所は，照会できる事項に当たらないとし
た）。照会先が回答を拒否したため，依頼者及び弁護士が国家賠償法⚑条⚑項によ
り損害賠償を求めた。第一審は，「回答拒否により，原告［依頼者］の司法制度に
よる紛争解決を適切に実現する利益ないし原告［弁護士］の依頼者のために事務処
理を円滑に遂行する利益が妨げられた」として，損害賠償請求を認容した。控訴審
は，依頼者の損害賠償請求のみを認容すべきものと判断した。被告がこれに対して
不服申立てをしなかったため，控訴審判決が確定した。
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学説では，一方で，(Î）損害賠償請求権の成立を否定する見解がある16)。その理由
としては，(Î 1）もともと強制手段がない制度であり，義務の強制のために損害賠償請
求権の成立を肯定することはできないとの理由，あるいは，(Î 2）そもそも照会に応じ
て報告する法的義務は認められないといった理由が挙げられている。他方で，( Ï）照
会制度が現に果たしている役割の重要性を認め，法的義務の違反がある以上，報告義務
違反について照会先の過失が認められることを前提にして，照会申出弁護士，その依頼
者又は弁護士会の損害賠償請求権が成立することを肯定する見解もある17)。
こうした状況の中で，本件において，愛知県弁護士会自身が原告になって照会先に対
して損害賠償請求の訴えを提起し，控訴審が請求を一部認容する判決をしたことは貴重
である。同判決によってやっと最高裁がこの問題について判断を示すことになったと思
われるからである18)。
2 いくつかの先例の紹介
本件の問題については，これに関連する多数の先例があが，その全部を紹介すること
はやめ，私見との関係で重要と思われる幾つかの先例を紹介するにとどめよう。なお，
16) 今津・前掲 (注10）125頁 ( Ö 2），額田・前掲 (注10）100頁 ( Ö 2）。本件の木内
補足意見は， Ö 1 である。升田・前掲 (注10）26頁は，基本的には Ö 2 の立場であ
るが，予備的に Ö 1 も主張する。
17) 森島・前掲 (注 7）32頁以下 (報告拒絶による依頼者の権利利益の侵害を肯定し
(32頁），依頼者のみならず照会申出弁護士も弁護士会も報告義務違反に対して不法
行為訴訟を提起できるとする (33頁）），近衞・前掲 (注11）15頁 (報告拒絶が依頼
者の法的利益の侵害になり得ることを肯定した上で，相当因果関係の枠組みで処理
すべきとする），前田・前掲 (注11）57頁 (報告拒絶から保護されるべき法的利益
として依頼者の「裁判を受ける権利」を主張する），岩藤・前掲 (注11）34頁以下
(ただし，損害の立証は実際には容易ではないであろうとする），酒井博行「弁護士
会照会に対する報告拒絶と損害賠償請求の訴え」北海学園大学法学研究51巻⚔号
(2016年）495頁 (照会申出弁護士及びその依頼者の賠償請求権を肯定），伊藤・前
掲 (注11）20頁以下 (報告拒絶により弁護士会に照会又は再照会の費用について財
産上の損害が生じた見るのは困難であるとし，無形損害が賠償請求の対象になると
する。報告がなされることについて依頼者が有する利益は「法的な意味では，間接
的なもの」であるとして，依頼者の損害賠償請求権の成立は否定する）。なお，栗
田・前掲 (注 7）158頁以下も参照 (調査の嘱託に対する報告義務違反について，
受嘱託者に対する当事者の損害賠償請求権を肯定）。
18) 本件の控訴審が損害賠償請求を一部認容したため，最高裁も判断を示さざるを得
なくなったと見てよいであろう。
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照会によりある者に関する情報の報告が求められている場合に，その者を「照会対象
者」あるいは「情報主体」ということにする。
[先例 1] 最判昭和56年⚔月14日民集35巻⚓号620頁 労働事件の会社側弁護士の
申出により京都弁護士会が労働者の前科を京都市中京区長に照会し，これにより得られ
た事実を弁護士の依頼者が公表したため，労働者が京都市に対して損害賠償を請求し，
弁護士会への報告の違法性が肯定された事例である。最高裁は，次のように説示した。
「前科等の有無が訴訟等の重要な争点となつていて，市区町村長に照会して回答を得る
のでなければ他に立証方法がないような場合には，裁判所から前科等の照会を受けた市
区町村長は，これに応じて前科等につき回答をすることができるのであり，同様な場合
に弁護士法23条の⚒に基づく照会に応じて報告することも許されないわけのものではな
いが，その取扱いには格別の慎重さが要求されるものといわなければならない」。「照会
文書には，照会を必要とする事由としては，右照会文書に添付されていたＡ弁護士の照
会申出書に「中央労働委員会，京都地方裁判所に提出するため」とあつたにすぎないと
いうのであり，このような場合に，市区町村長が漫然と弁護士会の照会に応じ，犯罪の
種類，軽重を問わず，前科等のすべてを報告することは，公権力の違法な行使にあたる
と解するのが相当である」。
[先例 2] 東京高判平成22年⚙月29日判時2105号11頁 これは，本件原告により援
用された先例であり，被告は本件と同じである。原告は照会申出弁護士の依頼者である
が，この点を除けば，事案はほぼ同じである。裁判所は，次の趣旨を説示した：(Î）
照会先は照会に応じて報告をなすべき「公法上の義務」を負うが，正当な理由があると
きは報告を拒絶することができる；転居届の有無，その提出年月日及び転居届記載の転
送先については，報告義務が「郵便物に関して知り得た他人の秘密」(郵便法⚘条⚒項）
及びプライバシーについての守秘義務に優越する；( Ï）23条照会は，弁護士会が所属
弁護士の照会申出を審査した上で行うものであり，このように濫用的照会を排除する制
度的保障が設けられている以上，23条照会を受けた郵便事業会社としては，弁護士会が
濫用的照会でないことを確認したことを前提として，特段の事情のない限り，当該照会
に係る事案の個別事情に関する事実 (例えば転居届以外に照会対象者の新住居所を調べ
る方法がないかどうか）等を調査することなく，郵便法⚘条⚑項，⚒項，プライバシー，
個人情報等に基づく守秘義務と23条報告義務との優劣を判断すれば足り，その判断が困
難であるということはできない；( Ð）郵便事業会社が23条照会に対する報告を拒絶し
たことにより，弁護士会が，その権限の適正な行使を阻害されたことは明らかであり，
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23条照会の適正な制度運用につき一定の責任ある立場に立つ弁護士会が，適正な権限行
使を阻害されたことにつき，無形の損害を受けたと評価することもできる；( Ñ）しか
し，23条照会の権利，利益の主体は，弁護士法23条の⚒の構造上，弁護士会に属するも
のであり，個々の弁護士及びその依頼者は，その反射的利益として，これを享受するこ
とがあるというべきものと解されるから，個々の弁護士の依頼者は，23条報告による利
益を享受する立場にはあるが，23条報告が得られない場合に直ちに法的保護に値する法
益の侵害があったとみることは困難である。この事件では，原告が弁護士会ではなく照
会申出弁護士の依頼者であったため，その損害賠償請求は棄却された。
このうちの ( Ø）の説示は傍論であるが，この説示が本最高裁判決の事件において弁
護士会が原告になることを勇気づけ，促したと見てよいであろう。
[先例 3] 東京地判平成26年⚘月⚗日金商1452号50頁 強制執行の対象となる財産
の探索のために，全国銀行個人信用情報センターを設営する一般社団法人全国銀行協会
に対して，債務者の個人信用情報の報告を求める弁護士会照会がなされ，その報告が拒
絶された。照会申出弁護士の依頼者が，報告拒絶の違法性を主張して，照会先に対して
損害賠償請求の訴えを提起し，併せて，照会先が弁護士会に対して報告義務を負うこと
の中間確認の訴えを提起した。後者の訴えは先決性の欠如を理由に却下された。損害賠
償請求は，次の理由で棄却された：本件照会は，本人による登録情報開示申込みがあっ
た場合に回答する全ての事項を対象とするものであるが，「センターに登録されている
個人信用情報は個人の氏名，住所等の本人を識別する情報のほか，信用取引契約の年月
日，利用金額等の契約内容に関する情報，延滞等の支払状況に関する情報を含み，個人
のプライバシー，名誉，信用等に関わる秘匿性の高い情報であって，個人が一般的に公
開を望まない情報といえる」；「個人信用情報機関に登録されている情報が消費者信用取
引における与信取引上の判断以外の目的に利用されることとなれば，厳格に管理される
ことを前提として集約され，多くの加盟会員によって利用されている個人信用情報機関
の運営に支障が生じ，ひいては個人信用取引の在り方にも影響を与えかねない」；「本件
照会は，金融機関等に対して一般的に預金口座の有無等の具体的な事項の報告を求める
弁護士会照会と同列に論じることはでき」ず，報告拒絶には正当な理由がある。
[先例 4] 大阪高判平成26年⚘月28日判タ1409号241頁 これは，税理士が元顧問
先 (委嘱者・依頼者）の確定申告書及び総勘定元帳の⚗年分の写しを弁護士会照会に応
じて弁護士会に送付したことが，元顧問先に対する不法行為になるとされた事例である。
弁護士会照会の相当性について，裁判所は，照会事項が不必要に多く，相当性を欠くと
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判断し，照会先に対する照会対象者 (元顧問先）からの損害賠償請求を認容した。
［先例 3］と［先例 4］をここで紹介した理由は，現在でもこのような不当な照会が
なされることがあることを認識した上で議論をする必要があると考えたからである。
3 問題の検討
以下では，別段の言及がなければ，照会が適切なものであり，照会先が正当な拒絶理
由を有しない場合を前提にする。
3.1 照会先の報告義務の法的性質
⑴ 弁護士会の照会業務の位置付け
「弁護士会は，弁護士及び弁護士法人の使命及び職務にかんがみ，その品位を保持し，
弁護士及び弁護士法人の事務の改善進歩を図るため，弁護士及び弁護士法人の指導，連
絡及び監督に関する事務を行うことを目的とする」(弁護士法31条）。しかし，弁護士会
照会は，「指導，連絡及び監督」のいずれにも含まれないように思われる。それは，弁
護士会が所属弁護士のために行う会員支援業務と位置付けてよいでろう。31条は弁護士
会の主要な業務を明らかにしたにすぎず，そこに含まれない業務であっても，弁護士法
で規定されている業務は弁護士会が行う業務であり，その業務が円滑に行われることに
ついて弁護士会は法的利益をもつというべきである。
⑵ 報告を受ける利益
弁護士会照会は，弁護士法23条の⚒によって認められた業務であり，それが円滑に行
われるためには，報告義務が適切に履行されることが必要であり，弁護士会は，報告義
務が適切に履行されることについて法的利益を持つ19)。
この点に関し，「23条照会に対する報告を受けることについて弁護士会が法律上保護
される利益を有する」とはいえない，と本判決が説示したことには賛成できない。一般
に義務には権利が対応し，行為義務には行為請求権が対応する。「弁護士会照会につい
ては，報告義務に対応する報告請求権は存在しない」というのであればともかく，そう
でない限りは，報告請求権が観念され，報告請求権者の存在が認められなければならな
い。そうしなければ，義務の実現が適切になされないからである。報告請求権者となり
19) 照会申出弁護士やその依頼者も，弁護士会とは別個に，報告義務が適切に履行さ
れることについて法的利益を有すると考えたい。ただ，この点は本判決と直接には
関係がないので，注49で若干言及するにとどめる。
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得るのは，照会により報告を求めた弁護士会であろう。そして，請求権は，権利である以
上，法律上主張することができ，法律上保護される利益のはずである。また，判旨は，弁
護士会が照会権限を付与されているのは「制度の適正な運用を図るため」にすぎないとい
うが，「制度の適正な運用」の中には「適正な照会」に対して「適正な報告を受けること」
も含まれるはずである。この意味での適正運用がなんらの労力なしに得られるのであれば
ともかく，実際には少なからぬ労力と費用を掛けて照会業務を行っているのであり，報告
拒絶によりその労力と費用が無駄になる以上，制度の適正な運用のために報告義務者から
報告を受けることについて，弁護士会は法律上保護される利益を有するというべきである。
木内道祥裁判官の補足意見は，(Î）「23条照会に対する報告を受けることについて弁
護士会が法律上保護される利益を有するものとは解されない」と述べ，( Ï）「義務に実
効性を持たせるために金銭給付を命ずるというのは，強制執行の方法としての間接強制
の範疇に属するものであり，損害賠償制度とは異質なものである」という。確かに，照
会対象者の個人情報を得ること自体によって弁護士会の利益状況が直接変わるわけでは
ない。しかし，それでも，照会が弁護士会の業務とされている以上，弁護士会は，報告
義務者から滞りなく報告を受けることを含めて，照会業務が正常に運営されることにつ
いて利益を有し，不当な報告拒絶はその利益侵害であり，少なくとも業務の遂行に要し
た費用は賠償されるべきであろう。それさえも否定する木内意見は，( ×）の視点から，
弁護士会の損害賠償請求権を否定されるべきであるとの結論を得，その正当化のために
( Ö）を主張しているように見える。そうであるとすれば，( Ö）に代えて，次のように
言う方が分かりやすい：弁護士会照会制度については，照会先の負担を重くすべきでは
ないから，義務不履行によって弁護士会に損害が生ずるとしても，賠償をさせるべきで
はない；弁護士会も，照会先の義務不履行により自己に生ずる損害が軽微にとどまる範
囲内で照会業務を行うべきである。
⑶ 公法上の義務としての報告義務
照会先が負う報告義務は，どのように性質付けられるであろうか。それは，弁護士会
が弁護士法の規定に基づいて一方的な照会行為をしたことにより照会先に生ずる義務で
あり，照会申出弁護士の依頼者と私法上の法律関係を有しない者にも生ずる義務である。
こうした特質に鑑み，多くの文献は，照会先の報告義務を「公法上の義務」あるいは
「公的な義務」と位置付けている20)。本判決の法廷意見は，この点に言及していない
20) 逆の方向から見て言えば，それが契約から生ずる義務でないことは明らかである。
また，照会先と弁護士会や照会申出弁護士あるいは依頼者との間の私法上の法律 →
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が，岡部補足意見は「公法上の義務」としている。この公法上の義務の発生に関しては，
おそらく，弁護士会と照会先との間に微弱な権力関係を認めてよいであろう。
報告義務が公法上の義務であり，したがって私法上の義務ではないことから導かれる
帰結の一つは，その義務の履行のために民事執行法所定の方法 (間接強制）を直ちに用
いることができず，その使用を肯定するためには，特段の理由付けが必要であるという
ことである21)22)。もう一つの帰結は，その義務の確認訴訟は，本来，行政事件訴訟法
→ 関係に基づいて生ずる義務でもない。したがって，それが私法上の義務であるとは
言い難い。
21) 最判平成⚕年⚗月20日民集47巻⚗号4627頁が，憲法29条⚓項の規定に基づく損失
補償請求は，本来は，公法上の請求として行政訴訟手続によって審理されるべきも
のであるとしている。損失補償請求を認容する判決の強制的実現は，民事執行法所
定の金銭執行の方法によらざるを得ないから，強制的実現が求められている義務が
公法上の義務であるとの一事でもって民事執行法所定の方法を用いることはできな
いと言うのは適当ではない。国等の国民に対する金銭給付義務は，それが公法上の
義務であっても，その強制的実現方法は強制執行となろう。しかし，国民の国等に
対する公法上の義務については，その強制方法は，当該義務を発生させる公法の中
で定められるのが原則となろう。このことは，弁護士法23条の⚒の照会により生ず
る報告義務についても妥当する。
22) 原告は，本件において，被告に報告を命ずる判決 (給付判決）を求めていないが，
もし求めたらどうなるか。(ａ）報告義務が公法上の義務であることを前提にする
と，その訴訟は，公法上の義務の履行を命ずる判決を求める訴訟であり，行訴法⚔
条の「その他の公法上の法律関係に関する訴訟」の中に含めることができよう。し
かし，給付判決をしても，判決で認められた義務を強制執行の方法で実現すること
はできないのであるから，義務確認判決を求めるにとどめておくのが穏当というべ
きであろう。なお，この問題は，強制執行が許されない私法上の義務 (例えば，雇
用契約に基づく労務提供義務）について，給付判決を求めることが許されるかとい
う問題と関連する。
また，最判平成14年⚗月⚙日民集56巻⚖号1134頁では，宝塚市の市長が，建築工
事の中止命令に従わずにパチンコ店の建築工事をする者に対し，同工事を続行して
はならない旨の裁判を求める訴えを提起したが，その行政訴訟は法律上の争訟に該
当しないとして却下された。この判決を考慮すると，報告義務の履行を命ずる判決
を求める訴えは，不適法な訴えとして却下される可能性がある (その理由付けを
「法律上の争訟に該当しないから不適法である」にすると，義務確認訴訟まで不適
法になる虞れがある。それを避けるためには，「強制執行に適しない公法上の義務
について給付判決を求めることは許されない」と言うのがよいであろう）。
(ｂ）これに対して，照会先が負う報告義務は私法上の義務であると仮定すると，
その履行を命ずる判決を求める訴えは，通常の給付の訴えとして，適法となろ →
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⚔条の当事者訴訟に含まれることである。もっとも，後者の点については，次述のよう
に見解が分かれている。
3.2 訴訟法上の問題
⑴ 照会先の報告義務が法的義務であることを前提にすると，その義務が照会先によ
り争われることにより自己の法的地位に不安が生じている者，あるいはその義務を確認
する判決が下されることにより自己の法的地位が向上する者は，その義務の確認の訴え
を提起する利益を有する。弁護士会は，照会先により報告義務が争われ，報告拒絶によ
り弁護士法23条の⚒で認められた照会業務を行うことに支障が生じているのであるから，
報告義務の存在について確認の利益を有するというべきである23)。もっとも，この点
については，反対説24）もある。
⑵ 報告義務確認請求と行政事件訴訟法⚔条 (当事者訴訟）
弁護士会は行政機関ではなく，また，照会行為を行政処分と位置づけることもできな
い25)。そうなると，この公法上の義務に関する訴訟を民事訴訟と行政訴訟のいずれに
振り分けるべきかが問題となる。(Î）民事訴訟とする見解26）と ( Ï）行政訴訟とする
見解27）とに分かれ，( Ï 􂀲􂀲）後者の立場に立ちつつも，民事訴訟において併合審理する
→ う (ただし，「弁護士法23条の⚒は照会先に報告義務を負わせる規定ではない」と
の立場をとれば，別の結論になる）。
23) 伊藤・前掲 (注11）21頁・22頁注46。
24) 今津・前掲 (注10）124頁。弁護士会が報告内容について直接の利害関係を有し
ないことを理由とする。しかし，照会は弁護士会の会員支援業務として重要な業
務であり，それが円滑に行われること自体に法的利益を有すると考えるべきであ
る。
25) 仮に照会行為を行政処分と位置付けることができるとすれば，その取消訴訟を通
じて報告拒絶の正当事由の存否を確定させることができる。しかし，報告拒絶の存
否は照会先が独自に判断することができ，正当事由があると判断すれば，その旨を
回答すれば足りるとする方がよいであろう。弁護士会照会制度は，簡便な情報入手
手段として機能させる方がよく，取消訴訟といった負担を照会先に負わせるべきで
ないと考えられるからである。
26) 東京高判平成25年⚔月11日金法1988号114頁，酒井・前掲 (注11）259頁 (「弁護
士会照会および照会に対する報告は行政処分等の行政特有の諸行為に関わるもので
はない」ことを理由とする），加藤・前掲 (注 1）89頁 (「民事訴訟の対象としてよ
い」と述べる）。
27) 伊藤・前掲 (注11）21頁・22頁注46。
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ことを肯定する見解28）がある。
議論の出発点は，確認対象である報告義務を公法上の義務とみるか否かである。前述
のように，公法上の義務とみるべきである。弁護士会照会は，照会申出弁護士が受任し
た事件と関係のない第三者に対してもなされ得るのであり，第三者は，自己の関与 (あ
るいは帰責事由）なしに報告義務を負わされるからである。行訴法⚔条は，「公法上の
法律関係に関する確認の訴えその他の公法上の法律関係に関する訴訟」を当事者訴訟の
中に含めている29)。したがって，照会先の報告義務を「公法上の義務」とする以上は，
その義務の確認訴訟は，同条にいう当事者訴訟 (同条後段のいわゆる「実質的当事者訴
訟｣30)）に該当すると解するのが素直である31)。その訴訟は，行政訴訟の一種であるか
ら，訴額が140万円以下となる場合でも，簡易裁判所の事物管轄には属さず (裁判所法
33条⚑項⚑号かっこ書），常に地方裁判所の事物管轄に属することになる32)。この結論
28) 調査の嘱託に応ずる義務についてであるが，栗田・前掲 (注 7）164頁。
29) ｢公法上の法律関係に関する訴訟」の中に確認訴訟も含まれることはいわば当然
のことであるが，平成16年改正により明示されるに至った。小林久起『司法制度改
革概説⚓・行政事件訴訟法』(商事法務，2004年）50頁・201頁以下，南博方ほか
『条解行政事件訴訟法 (第⚔版）』(弘文堂，2016年）127頁以下，室井力 =芝池義
一 =浜川清『行政事件訴訟法・国家賠償法 (第⚒版）』(日本評論社，2015年）61頁
参照。
30) 南ほか・前掲 (注29）116頁参照。
31) 行訴法⚔条の「公法上の法律関係」を「行政法上の法律関係」の意味に制限的に
解釈すれば，結論は異なる。また，それを「行政主体を一方の当事者とする公法上
の法律関係」の意味に解釈すれば，弁護士会は弁護士法23条の⚒との関係では行政
主体ないしこれに準ずるものと見るべきかが問題となり，かなり難しかろう。しか
し，「公法上の法律関係」をそのように狭く解釈する必要があるとは思われない。
公法と私法との区別については，種々議論のあるところであるが，権力服従関係に
関する法を公法とする権力説が代表例とされている (南ほか・前掲 (注29）12頁）。
弁護士会照会により照会先が報告義務を負うことを前提にした場合に，その義務は，
照会先の関与ないし帰責事由なしに生ずるものであるから，そこには権力服従関係
の存在を認めてよく，公法上の義務とみるべきである。
32) もっとも，照会先の報告義務が行訴法⚔条にいう「公法上の義務」には当たらな
いと解する立場にたっても，その義務の確認訴訟の訴額の算定は著しく困難である
と考えるならば，訴額は140万円を超えるものとみなされ (民訴法⚘条⚒項），その
訴訟は地方裁判所の事物管轄に属することになる。ただ，報告義務確認請求が財産
権上の請求であることを前提にした場合に，その訴額は「訴えで主張する利益」に
よって算定され，その利益は，義務が確認されることにより得られる利益であるか
ら，義務が履行されないことにより受ける損害と対になると考えることができよ →
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は妥当なものと考えてよいであろう。照会先は，弁護士会の一方的な照会行為により報
告義務を負わされることを考慮すると，最高裁の判断を仰ぐ機会はできるだけ広く開か
れているべきである；もし第一審が簡易裁判所であれば，最高裁の判断を仰ぐ道は特別
上告に限定されるのに対し，第一審が地方裁判所であれば，上告受理申立てというより
広い道が開かれるからである。
以下では，照会先の報告義務の確認訴訟が行政訴訟 (実質的当事者訴訟）であること
を前提にしよう。原告は，これに民事訴訟である損害賠償請求を併合して訴えを提起す
ることができるであろうか。行訴法41条⚒項は，16条を当事者訴訟に準用しており，16
条は関連請求の併合を許容している。そこにいう関連請求は，取消訴訟に関する13条で
定義されているため，取り消されるべき処分又は裁決の存在を前提にしている。した
がって，16条を「当事者間の法律関係を確認し又は形成する処分又は裁決に関する訴
訟」(形式的当事者訴訟）に準用することができることは明瞭である。他方，処分や裁
決を前提にしない実質的当事者訴訟については，そもそも準用があるのか，準用がある
としてどのように読み替えるのかが問題になる。
次のように考えたい。行訴法13条⚑号は「当該処分又は裁決に関連する原状回復又は
損害賠償の請求」を関連請求とし，「取り消されるべき処分又は裁決」と「処分又は裁
決がなされたことによる損害賠償」との間に併合審理を肯定するだけの関連性を認めて
いる。同等の関連性は，「当事者訴訟の対象となっている公法上の義務」と「義務不履
行による損害賠償」との間に認めてよい。したがって，13条⚑号の規定の前記引用部分
を「当該公法上の義務に関連する原状回復又は損害賠償の請求」と読み替えて，同号を
準用することを肯定してよい (当初からの併合の許容）。同様に19条の準用も肯定して
よく，原告は，義務確認訴訟提起後に義務不履行を理由とする損害賠償請求を追加的に
併合することも許される。
⑶ 報告義務確認請求と民事訴訟
民訴法136条は，請求併合の要件として，併合される複数の請求が同種の訴訟手続に
より審理裁判され得るものであることを定めており，この規定は，訴えの変更の場合に
も適用される。そして，一般に，行政訴訟手続と民事訴訟手続とは異種の手続であり，
前者によるべき請求を民事訴訟手続において併合審理することはできないと解されてい
る。この一般論は，とりわけ抗告訴訟については正当である。しかし，公法上の義務の
→ う。そのように考えれば，義務違反による損害額が算定可能である場合に，義務確
認請求の訴額が著しく困難であると言い得るのかという疑問は生じよう。
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存否が行政処分と関係しない場合についてまでこの原則を固守するのが妥当かは疑問で
ある。行政訴訟においても，行訴法に別段の定めがなければ民事訴訟の例によるとされ
ており (行訴法⚗条），また，報告義務確認請求を民事訴訟手続において併合審理する
ことを妨げる別段の規定があるようには思われないからである33)34)。
たしかに，(Î）行政訴訟を特徴付けるとされている職権証拠調べの規定 (行訴法24
条)は，実質的当事者訴訟にも準用されるが (41条⚑項前段），24条の職権証拠調べは，
積極的に行われることを予定したものというよりは，民事訴訟の例による証拠調べでは
心証を得ることができない (真偽不明のままである）場合に補充的になされるものと解
されており35)，実務上も24条の職権証拠調べはほとんど行われていないようである36)。
(Î）そのうえ，行訴法45条⚔項は，私法上の法律関係に関する訴訟 (代表例は民事訴
訟）において，処分若しくは裁決の存否又はその効力の有無が争われている場合に，当
該争点について24条を準用している (45条が適用される民事訴訟は，行政事件訴訟法の
領域では「争点訴訟」と呼ばれる）。したがって，報告義務違反を理由とする損害賠償
請求に関する民事訴訟において，同請求と報告義務確認請求とを併合審理し，後者につ
いてのみ職権証拠調べをすることは，争点訴訟において当該争点に関して職権証拠調べ
が行われ得るのと大差がない。職権証拠調べが行われ得ることを重要な要素にして訴訟
手続の異種性を強調することは，この点からも妥当ではない。( Ï）関係行政庁の訴訟
参加を認める23条も当事者訴訟に準用されているが，実質的当事者訴訟では被告が行政
主体である場合に，関係行政庁は被告の機関であることがほとんどであるから同条の準
用の実益は少ないとされている37)。とりわけ，報告義務確認請求訴訟については，そ
の被告となり得る者は公務所以外に公私の団体にも及ぶが，本件のような私的な団体で
33) このことを《実質的当事者訴訟の範疇に入る請求一般》に拡張してよいかは，更
に検討を要する問題である。
34) 実質的当事者訴訟の範疇に入る訴訟については，それを民事訴訟とするか当事者
訴訟とするかの区別は重要ではなく，原告が民事訴訟として提起した場合でも，訴
え自体を不適法とすべきではないとの見解もある (南博方編『条解行政事件訴訟
法』(弘文堂，1987年）164頁）。なお，室井 =芝池 =浜川・前掲 (注29）76頁も参
照。
35) 南ほか・前掲 (注29）493頁・494頁・865頁，行訴法24条の前身である行政事件
訴訟特例法⚙条について，最判昭和28年12月24日民集⚗巻13号1604頁参照。ただし，
積極的に職権証拠調べをすべきであるとの意見もあるとのことである。
36) 南ほか・前掲 (注29）491頁，室井 =芝池 =浜川・前掲 (注29）272頁。
37) 南ほか・前掲 (注29）865頁参照。
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ある場合には，関係行政庁は存在しないから同条の準用の余地はない38)。
これらのことを考慮すれば，民事訴訟手続において公法上の義務である報告義務の確
認請求を併合して審理裁判することは，許容されると考えてよいであろう。ただし，民
事訴訟事件の第一審裁判所が地方裁判所であることが条件となる。同様な条件の下で，
損害賠償請求訴訟において，報告義務確認請求を訴えの変更の方法により追加すること，
あるいは中間確認の訴えにより追加することも許容されると解すべきである。
上記の結論の支えとして，最判平成⚕年⚗月20日民集47巻⚗号4627頁を援用してよい
であろう。同判決は，主位請求である国家賠償法⚑条⚑項等に基づく損害賠償請求に憲
法29条⚓項に基づく損失補償請求を控訴審において予備的・追加的に併合することが許
されるかが問題となった事案において，前者が民事訴訟であり後者が行政訴訟 (行訴法
⚔条の当事者訴訟）であるにもかかわらず，両者の併合審理が可能であることを前提に
して，次のように説示して，訴えの追加的変更を一般論として肯定している：「右損失
補償請求は，主位的請求である国家賠償法⚑条⚑項等に基づく損害賠償請求と被告を同
じくする上，いずれも対等の当事者間で金銭給付を求めるもので，その主張する経済的
不利益の内容が同一で請求額もこれに見合うものであり，同一の行為に起因するものと
して発生原因が実質的に共通するなど，相互に密接な関連性を有するものであるから，
請求の基礎を同一にするものとして民訴法232条［筆者注：現143条］の規定による訴え
の追加的変更に準じて右損害賠償請求に損失補償請求を追加することができるものと解
するのが相当である」。
判旨では「対等の当事者間」の表現があるが，これは国家賠償請求と損失補償請求と
の間の同等性を指摘する文脈の中の表現である。併合される請求間の同等性が重要であ
ることは確かであるが，しかし，それが必要不可欠の条件であると見る必要はなかろう。
この判決は，請求間の「密接な関連性」も指摘している。さらに明示的な指摘はなされ
ていないが，損失補償請求は実質的当事者訴訟であり，その審理手続は通常の民事訴訟
38) 行訴法41条で挙げられている他の規定を見ておこう。弁護士会の照会行為は行政
処分あるいは裁決でないので，33条⚑項・23条の⚒の準用はなく，弁護士会は行政
庁ではないので35条の準用はない。また，39条 (出訴の通知）は，形式的当事者訴
訟に関する規定であり (南ほか・前掲 (注29）860頁），実質的当事者訴訟に適用は
ない。照会先の報告義務存否確認訴訟について出訴期限を定める規定はないから，
40条の適用もない。41条⚒項の適用はあるが，同項により準用されるのは移送や請
求併合に関する規定であり，同一の訴訟手続で審理されている限りこれらの規定の
準用は問題にならないであろう。
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手続に近いことも強調されるべきである。これらのことを総合的に考慮して損失補償請
求を損害賠償請求と共に併合審理することが認められたものと考えたい。
上記のことを一般的な命題として定立しておこう。民事訴訟法136条は，複数の請求
の審理が円滑に行われるように，同種の手続により審理裁判されるべき場合に限って併
合を許すとの原則を立てている；しかし，本来は異種の訴訟手続によるべき請求 (以下
「異種手続請求」という）であっても，請求間の密接関連性のゆえに併合審理の必要性
が高く，かつ，両手続の異種性 (手続の進行や裁判の基礎資料の収集の規律の差異）が
小さく，後者よりも前者を重視してよい場合には，同一手続による審理裁判を許容して
よい (民訴法136条は，その請求併合を禁ずるものではないと考えられる）；他種手続に
よるべき請求を上記の理由により民事訴訟手続において併合審理する場合には，民訴法
136条の類推適用になる。
報告義務確認請求と，報告義務違反を理由とする損害賠償請求とは，前者の義務が後
者の権利の先決問題になるため，密接に関連しており，併合審理の必要性が高い。また，
実質的当事者訴訟と民事訴訟との間では手続の異種性は低い。したがって，行訴法⚔条
の当事者訴訟に該当する報告義務確認請求を民事訴訟に該当する損害賠償請求に併合し
て民事訴訟手続において審理裁判することは許される39)。
なお，上記の考えを前提にすれば，両請求を単純併合にした訴えは，民事訴訟として
扱うことも，行政訴訟として扱うことも可能になる。いずれとして扱うかは，訴えが提
起された地方裁判所の事件配分に関する規程に従うことになろう。その規程に別段の定
めがなければ，原告の意思を尊重して決めてよい。もし原告が，これらの請求を併合し
た事件が例えば民事訴訟事件として扱われることを強く希望するのであれば，彼は，最
初に損害賠償請求のみの訴えを提起し，訴訟係属後に被告が公法上の義務の存在を争う
ことを明確にした段階で，中間確認の訴えを提起する方法で義務確認請求を追加するこ
とになろう。
⑷ 単純併合が可能な請求の予備的併合
本件において，原告は，当初の損害賠償請求に義務確認請求を追加的・予備的に併合
した。しかし，後者は前者の前提問題についての請求であり，単純併合が可能な請求で
ある。単純併合が可能な請求を予備的に併合することができるかが問題になる。
予備的に併合される請求の間にどのような関係が必要であるかについては，次のよう
39) 栗田・前掲 (注 7）164頁でも同趣旨を述べた。
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に見解が分かれている。(Î）併合される請求権が排斥関係にある場合に限定する説40)。
( Ï）請求権競合の場合のように同一の目的に向けられた両立し得る請求が併合された
場合 (選択的併合に親しむ場合）にも許されるとする説41)。( Ð）請求の基礎が同一
(審理対象となる事実関係が共通）で，再訴の可能性が少ない場合に許されるとする
説42)。( Ñ）原告の意思を尊重して制限を付さない説 (無制限説)43)。
本件の損害賠償請求と義務確認請求とは請求の基礎を同じくするので，( Ø）の見解
によれば予備的併合も許される。もちろん ( Ù）の見解によっても許される。
単純併合が可能な請求を予備的に併合することを許した場合に生ずる問題の一つは，
次のような形で現れる：単純併合されていれば，通常 (敗訴当事者が敗訴部分について
不服申立てをすることを前提にすれば），上訴審はいずれの請求についても原判決の当
否を判断することになる；しかし，予備的に併合されている場合には，控訴審で主位請
求が認容され，上告審が主位請求を棄却すべきと判断するとき，予備請求の当否につい
て上告審がただちに裁判することがまったくできないというわけではないが，それでも
上告審が最終審・法律審であるとの性格に鑑みれば，控訴審で裁判されていない予備請
求について控訴審に裁判させるために事件を差し戻すことになりやすい；その結果，事
件の解決が遅れることになりやすい。本件は，その一例である。
本判決が予備請求の審理裁判のために事件を原審に差し戻したことは，単純併合に親
しむ請求を予備的に併合することが許されることを暗黙的に前提にしていたことになる
が，ただ，判決理由中でそれが積極的に肯定されているわけではない。単に不問に付さ
40) この立場に立つ先例として，新潟地 (長岡支）判平成⚘年12月⚔日判時1593号
105頁がある (萩澤達彦「請求の予備的併合の機能についての一考察」成蹊法学第
68号・69号合併号 (2008年）190頁・197頁参照）。鬼頭兵一・民商⚕巻⚖号1413頁
以下 (その根拠を請求の基礎の同一性に求めているが，説得的とは言い難い）。
41) 旧実体法説をとる判例は，この立場であるといってよい (最判昭和39年⚔月⚗日
民集18巻⚔号520頁は，これを当然の前提とする）。新訴訟物理論に従えば，同一の
目的に向けられた両立し得る請求権・形成権は単一の訴訟物の攻撃方法にすぎない
ので，この見解の採否を問題する余地はない。
42) 大久保邦彦「請求の客観的予備的併合の適法要件」神戸学院法学26巻⚑号 (1996
年）166頁 (訴訟物論について判例と同様に旧実体法説を前提とする）。これに明確
に反対する見解として，梅本吉彦『民事訴訟法［第⚔版］』(信山社，2009年）725
頁がある。
43) 榊原豊「複数請求の定立と規制」『講座 民事訴訟第⚒巻』312頁以下，池田辰
夫・リマークス17号136頁。
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れたとの評価も可能であろう。この点に関する限り，本件は先例としての意義は低いと
見るべきである44)。
3.3 実体法上の問題
照会を受けた者は，正当な拒絶事由がない限り，照会に応じた報告をなすべき公法上
の義務を負うとした場合に，その義務の強制的な実現方法をどうするか，義務違反の効
果をどのように設定するかが問題になる。
⑴ 報告義務の強制の可否
まず，直接的な強制手段を検討しよう。(Î）行政上の義務の履行確保のために，行
政代執行の制度が用意されているが (行政代執行法⚑条），弁護士会照会に対する報告
義務は，これにより実現されうるものではない45)。( Ï）民事執行法による強制執行
(間接強制）はどうであろうか。報告請求権が私法上の請求権であれば，間接強制の方
法により実現することが認められるべきである。しかし，照会先の報告義務が公法上の
義務であることを前提にすると，それを強制執行の方法により実現することは難し
い46)。
⑵ 損害賠償請求権
では，弁護士会の損害賠償請求権についてはどうか。公法上の義務違反については，
民法709条の損害賠償請求権が発生する余地はないとの一般的命題を定立するのは，適
当ではなかろう。公法上の義務違反行為も民法709条による損害賠償請求権の発生原因
になり得ることを前提にして，各種の義務ごとに，その違反行為が同条の要件を満たし
得るかを検討する方がよい。報告を正当な理由なしに拒絶した照会先に対して弁護士会
44) この場合に限らず，一般に，上告審が暗黙的に前提とした考えを最高裁の立場と
見ることは，危険である。
45) 行政代執行の対象となるのは，「他人が代つてなすことのできる行為」に限られ
ており (行政代執行法⚒条），報告行為は，一般に，これに該当しない。また，弁
護士会は行政庁ではなく，弁護士法23条の⚒の報告義務を「行政上の義務」と解す
ることは無理であろう。
46) 実現されるべき公法上の義務が行政代執行や過料の制裁により強制しうる場合に，
それらに代えて民事執行による強制をなし得るかという問題は別途検討する必要が
ある。しかし，その点についてどのような立場に立とうとも，報告義務について弁
護士法でなんらの強制方法も規定されていないこと (過料の制裁等が規定されてい
ないこと）を考慮すれば，この義務は，強制執行により強制しうる義務ではないと
考えるべきであろう。
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が損害賠償を請求することができるか否かについても，そうである。
正当な理由のない報告拒絶という行為が公法上の義務に違反する違法行為であること
は，肯定してよいであろう。もちろん，「この義務には強制手段は用意されておらず，
任意の履行を期待する義務にとどまる」との命題を立てて，「義務違反は損害賠償請求
権を発生させるほどの違法行為ではない」との結論を出すことも不可能ではない47)。
もし，そのように考えれば，弁護士会の損害賠償請求権のみならず，照会申出弁護士の
依頼者の損害賠償請求権も，その理由により否定されることになる。しかし，《司法制
度が適正に機能するためには，制度を担う弁護士に通常人が有する以上の情報収集手段
を与えておく必要がある》との理由で弁護士会照会の制度は創設されたのではなかった
のか。弁護士会照会制度を有効に機能させるために，報告義務の違反は，損害賠償請求
権を発生させるに足る違法行為ととらえるべきである。もっとも，弁護士会照会は，照
会先については限定があるが，照会事項については限定がなく，その適用範囲が広範で
ある。そのことを考慮すると，照会先が報告義務を負う場合であっても，義務違反が直
ちに民法709条の要件の一つである違法性を根拠付けると考えるのが妥当かは問題であ
る。この点は後ほど検討することにして，今は，義務違反があれば損害賠償義務が生ず
る場合があり得ると述べるにとどめておこう。
次に問題になるのが，「報告を受けることについて弁護士会が法律上保護される利益
を有するか否か」である。本判決はこれを否定した48)。しかし，照会をなすのは弁護
士会であり，照会に対する報告は弁護士会になされ，報告が拒絶された場合に，それに
47) そのように考えるか否かは，弁護士会照会制度が現在の社会状況において果たす
役割をどのように評価するかに依存すると考えられるので，規定の文言だけでは決
することのできない政策の問題となろう。それだけに，論者によって結論は異なる
ことになる。
48) ｢報告を受けることについていかなる者も法律上保護されるべき利益を有しない」
というのであれば，「報告拒絶は，いかなる者の法律上保護されるべき利益を侵害
するものでもない」ことになり，そもそも報告義務あるいは報告拒絶の違法性を観
念する必要はないであろう。そこから，逆に，本判決は，「報告を受けることにつ
いて法律上保護される利益を有するのは，照会申出をした弁護士ないしその依頼者
である」との考えを前提にしているかのようにも見えるが，しかし，そのことを明
示しているわけではなく，そのような考えを示唆する見解は補足意見の中にも見ら
れない。ただし，加藤・前掲 (注 1）重判解説82頁は，岡部意見につき，「正当な
理由のない報告拒絶は，弁護士・依頼者に対する不法行為の成否につき積極的方向
を示唆するものと受け止められる」と述べる (82頁）。
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対する抗議なり説得をなすべき者は，照会申出弁護士ではなく弁護士会である49)。要
するに，照会は弁護士会の業務である。その点を考慮すれば，「報告を受けることにつ
いて弁護士会は法律上保護される利益を有する」と言うべきである。そして，報告拒絶
に対して，再度の照会をすることになれば，少なくともそれに要した費用は，報告拒絶
により生じた損害と考えるべきである。再度の照会の費用を照会申出弁護士の依頼者が
拠出していたとしても，依頼者がその費用を最終的に負担するいわれはない。本来，報
告拒絶をした照会先が負担すべきものである。その費用は，弁護士会が損害賠償請求の
形で徴収し，申出弁護士を通じて依頼者に返還すべきものである。
ところで，本判決は，弁護士会の損害賠償請求は棄却したが，報告義務確認請求は否
定しなかった。その背後に，(ａ）弁護士法23条の⚒が報告の強制方法を何ら定めてい
ないことに鑑みれば，報告義務の履行は照会先の任意の履行に委ねるべきであるとの考
えがあるとすれば，それは，弁護士会照会が現に果たしている役割を軽視するものと言
わざるを得ない。また，(ｂ）弁護士会照会を通じた情報収集の重要性は認めつつも，
報告義務が判決で確認されれば，多くの者は義務を任意に履行するであろうし，また，
不履行に対しては様々な場面で義務違反の非難を加えることができるから，それ以上の
制裁は，損害賠償請求という形の制裁も含めて，一切否定すべきであるとの考えがある
49) 仮に，報告を必要とする弁護士自身が弁護士会の承認を得て自ら照会し，弁護士
会はその照会について適切性を審査した上で承認を与えるにとどまるという仕組み
が採用されているのであれば，報告を受けるのも弁護士自身であり，弁護士会が報
告を受けることについて法律上保護される利益を有しないのは確かである。しかし，
現行の弁護士法23条の⚒第⚒項は，「公務所又は公私の団体に照会して必要な事項
の報告を求めることができる」者を弁護士会としているのである。報告拒絶があっ
た場合でも，それに抗議できるのは，照会申出をした弁護士自身ではなく，弁護士
会である。もちろん，照会申出弁護士も，弁護士会を経由して得た報告を受任事件
の解決に役立てることについて利益を有し，その利益は「法律上保護される利益」
と言うべきである。弁護士の依頼者も，自身では得ることのできない情報を弁護士
及び弁護士会を通じて得て，事件の適正な解決を得ることに利益を有し，それも法
的利益と言うべきである (その利益は，「社会の一員が，社会の一員として生活す
ることにより生ずる法的問題について，社会の他の構成員の協力を得て適切に解決
する利益」の一つということができる）。しかし，照会申出弁護士やその依頼者が
報告を受けることについて利益を有することは，弁護士会が報告を受けることにつ
いて法的利益を有することを妨げるものではない。照会業務は弁護士会の業務であ
り，弁護士会は，報告を受け，申出弁護士に報告を引き渡すことについて法的利益
を有すると考えるべきである。
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のかもしれない。しかし，報告義務者が，「弁護士会に対する報告義務よりも照会対象
者のプライバシーの保護を優先すべきであると考えるので報告を拒絶するのであり，義
務違反の非難は甘受する」と弁明すれば，非難の効力はおそらく大幅に減殺されよう。
また，(bʼ）訴訟手続により報告義務が確認されることの負担は照会先にとって十分に
大きいものであるので，ある類型の照会について報告義務が判決により確認されれば，
その後は，訴訟回避のために，その判決を基準にして進んで報告義務を果たすであろう
と予想した上で，「弁護士会は報告を受けることについて法律上保護される利益を有し
ない」という論理で損害賠償請求権の発生を一律に否定してよいと判断したのかもしれ
ない。しかし，それは，照会先の善意に頼りすぎと言わざるを得ない。照会先が，「報
告義務を負うことは認めるが，正確な報告をする負担が大きいので50)，報告を拒絶す
る」と言えば，それで行き詰まってしまう可能性があるからである。なぜなら，照会先
が報告義務を認めている以上，報告義務確認の訴えは，訴えの利益を欠くであろう；も
し，義務を認めながら義務を履行しないのは背理であり，要するに義務を争っているこ
とになると考えれば，訴えの利益は肯定されることになるが，最初にすべき口頭弁論の
期日において被告が請求を認諾すれば，訴訟費用は原告の負担になろう51)；これらの
ことを前提にすれば，報告義務確認訴訟を提起される負担は，照会先にとって報告義務
を任意に履行させるほどには必ずしも大きくないと思われるからである。もし，(ｃ）
照会先を情報主体からの損害賠償請求の危険と照会者からの損害賠償請求の危険という
50) ｢報告に係る第三者の利益を尊重して」あるいは「万一にも報告に誤りがあると
いけないので」という理由付けもあり得よう。
51) この場合の確認請求が権利の実現にあまり役に立たないことは，金銭債務者が
「債務の存在は認めるが，金がないので払えない」と言っているときに，金銭債権
確認請求の訴えが何の役にも立たないのと似ている。この場合に債権者が提起する
給付の訴えは，法律関係についての争いを解決するための訴えではなく，金銭債権
の実現 (権利保護）を得るための訴えである。
仮に照会先の報告義務が私法上の義務であるとすれば，報告請求の訴え (給付の
訴え）と報告を命ずる判決 (給付判決）を是認することができる。そして，私法上
の給付請求権もその全部が強制執行可能というわけではなく，労働者に対する労務
給付請求権のように強制執行が否定されているものもあるが，報告ないし情報を求
める請求権は，原則的に強制執行可能としてよいであろう。
照会先の報告義務は「公法上の義務」と理解されているので，報告を命ずる判決
(給付判決）が許されるとしても，それに基づく民事執行 (間接強制）を許容する
のは難しいであろう。他方，報告拒絶により損害が生じた場合に，それを賠償させ
ることは可能である。
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二重の危険に立たせるのは好ましくないという配慮があるのであれば，弁護士会からの
損害賠償請求を一律に否定することは，危険除去の方法として過大である。弁護士会か
らの損害賠償請求の余地は認めつつ (これにより義務履行の確実性を高めつつ），別の
方法でそのリスクを除去する方がよいであろう。
⑶ 《報告を受けることについて法律上保護される利益を有しない》ことの意味
一般に，「法律上保護されるの利益」の代表例は「権利」である。したがって，《弁護
士会は，報告を受けることについて法律上保護される利益を有しない》は，《弁護士会
は，報告を受ける権利を有しない》を意味する。それが，「私法上の請求権」を有しな
いという意味であるならば，特に問題はない。
しかし，それが「公法上の権利 (弁護士法23条の⚒の規定により報告を得る権利）」
も有しないという意味であるならば，賛成できない。一般に，義務には権利が対応し，
ある者がある行為をなす義務を負っている場合には，その者に対してその行為をなすこ
とを主張することができる権利者がいるのが原則であり，報告義務についてその原則か
ら離れる必要があるとは思われないからである52)。
判旨の言わんとする所は，《報告を得ることについて公法上の権利が存在するとして
も，それは不法行為制度によって保護される権利ないし法益には該当しない》というこ
とと思われるが，その理由付けとして「弁護士会が23条照会の権限を付与されているの
は飽くまで制度の適正な運用を図るためにすぎないのであって，23条照会に対する報告
を受けることについて弁護士会が法律上保護される利益を有するものとは解されない」
と言うのは，言い過ぎであろう。これでは，弁護士会は，照会先に対して照会に応ずる
ように説得することについても法的利益 (権利）を有しないことになる。それまで否定
する必要はなかろう。照会が弁護士会の業務とされている以上，弁護士会は報告を受け
ることについて法律上保護される利益を有することが原則となる。しかし，どの範囲で
保護するかは，照会制度にどのような機能を持たせるかという政策論により決定される
問題である。不法行為制度によって保護するほどの利益ではないというのも一つの選択
肢であるが，この結論は，主として政策論によって根拠付けられるべきであろう。
⑷ 弁護士会の安全配慮義務
弁護士会照会に応じて報告した者が，報告に係る情報主体のプライバシーその他の法
52) 対応する権利が存在しない義務を観念することもできるが，照会先の報告義務が
そのような義務であるというのであれば，その旨の明示的な説明がなされるべきで
ある。
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的利益を侵害したとして，損害賠償を求められることがある (［先例 1］［先例 4］）。照
会先が負うそのリスクをできるだけ軽減する必要がある。このこと自体について，異論
はないであろう53)。問題は，その方法である。
ところで，弁護士会照会については，その照会の当否が (Î）まず弁護士会で審査さ
れ，さらに，( Ï）照会先も正当な理由があれば報告を拒絶することができるという意
味で，照会先も照会の当否を判断することができるとされている。これは二重審査体制
と呼ばれるものである。これを弁護士会の審査にできるだけ一本化する方向での提言が
なされている54)55)。しかし，(Î）弁護士会が照会申出を拒絶することができる事由は
「申出が適当でないと認められるとき」という抽象的なものであり，弁護士会が適当で
あると判断した申出に基づいて照会した場合でも，それに応じて報告した者が情報主体
から損害賠償請求の訴えを提起され，賠償が命じられた例が現在においてもあること，
( Ï）照会先はそのリスクと隣り合わせで報告せざるを得ないこと，そして，( Ð）報告
拒絶が認められる理由は「正当な理由」という抽象的なものであり，弁護士会が「報告
拒絶の正当な理由」の存否を照会先に代わって判断するにしても，確実な判断ができる
わけではないことを考慮すると，弁護士会の審査に一本化し，弁護士会照会に応じて報
告した者は第三者に対して賠償責任を免れるとすることは，無理であろう56)。
53) 例えば，額田・前掲 (注10）が「弁護士会が照会先に対して免責を「保証」する
のみならず，情報主体が照会先に損害賠償請求等をすることに弁護士が関与するこ
とを禁止すべきである」と主張し (109頁），また「照会先に一切責任を負わせるべ
きではない」と説く (110頁）。ただし，「保証」の中に「照会先が情報主体に対し
て賠償責任を負うことになった場合に，弁護士会は照会先に対して賠償責任を負う
べきである」という主張が含まれているのかは，明瞭でない。
54) ｢司法制度改革における証拠収集手続の拡充のための弁護士法第23条の⚒の改正
に関する意見書」(〈https://www.nichibenren.or. jp/activity/document/opinion/
year/2002/2002_36.html〉(2002年11月22日付けのもの），小林秀之 =群馬弁護士
会・編『証拠収集の現状と民事訴訟の未来』(悠々社，2017年）226頁以下 (2008年
⚒月29日付けのもの））では，報告拒絶があった場合に，弁護士会は弁護士連合会
に審査を求めることができるとされ，弁護士連合会は，報告拒絶に正当な理由がな
いと判断する場合には，「報告すべきことを勧告することができる」とすることが
提言されている。
55) 一本化は，弁護士会と照会先との紛争を抑制するためにも有用である。この方向
での議論は，伊藤・前掲 (注11）22頁において，「判断主体の実質的統一」という
形で示されている。
56) 弁護士会照会の利点の一つとして，情報主体に内密に情報を収集できることが →
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一般に，ある者の要請により情報保有者が情報を提供し，これにより情報主体が損害
を受けた場合に，情報提供者は責任を問われるが，情報提供要請者の責任が問われるこ
とは少ない。情報の提供が情報保有者のまったくの任意でなされる場合にはそれでよい
としても，情報提供要請により情報保有者が提供義務を負う場合には，情報提供要請者
にも一定の責任を負わせるべきである。
弁護士会照会については，(Î）正当な拒絶事由がなければ照会先は報告する公法上
の義務を負うとされていることを前提にすると，弁護士会は，照会に際して照会先が報
告により第三者に対して損害賠償義務を負わないように配慮する義務を負うものとし，
照会事項の報告をしたことにより照会先が第三者 (報告に係る情報主体等）に対して損
害賠償責任を負うに至った場合には，その照会行為は照会先に対する不法行為を構成す
ると考えるべきである。具体的には，弁護士会が，照会先に対して，当該照会が照会事
項の点でも必要性の点でも正当な照会であり，照会に応じて報告をすることが第三者に
対する関係で不法行為にならないことを言明し57)，照会に応ずることが公法上の義務
であると主張して報告を求めたのであれば，その照会 (照会先に賠償責任を生じさせる
原因となった照会）は，照会先との関係で不法行為になり，弁護士会は報告をした照会
先に生じた損害 (第三者に支払った賠償金額および訴訟に要した費用）について賠償義
務を負うと解すべきである。
上記の結論は，次の理由によっても補強される。( Ï）弁護士会が行う照会は，その
会員たる弁護士に対する支援と位置付けることができ，弁護士会は，照会申出に応じて
→ 挙げられている (小林 =群馬弁護士会編・前掲 (注54）125頁）。そして，通常は，
弁護士会は情報主体の意見を聞かずに照会の適否を判断することになる。そのよう
な手続でなされた照会の正当性の判断を情報主体に押しつけることはできない。
57) この言明が損害補償契約の申込みと評価される場合もあろう。むしろ，不法行為
の規定に頼るよりは，照会先と弁護士会との間で明示的な損害補償契約を締結する
方が，法律関係が明確になってよいであろう。長谷川 =木村・前掲 (注12）31頁は，
その趣旨の条項が含まれる協定が締結されていることを紹介している。また，照会
先は，弁護士会が損害補償契約の締結に応じないことをもって報告を拒絶すること
ができるかが問題となるが，それも肯定してよいであろう。なお，梅本・前掲 (注
11）12頁は，(Î）照会に応じて報告をした照会先は情報主体に対して損害賠償義
務を負わないとすべきであると主張し，その一環として，( Ï）照会先の報告が情
報主体との関係で違法となる場合には，弁護士会及び照会申出弁護士が情報主体に
対して損害賠償義務を負うとすべきであると主張する。( Ö）に直ちに賛成するこ
とはできないが，( ×）は肯定してよいであろう。
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照会を行う方向のバイアスを強く受ける (［先例 3］の照会は，その一例とみてよい)58)。
そのバイアスを補正し，不適当な照会申出 (照会先に賠償義務を生じさせるような照会
の申出）を拒絶させる方向の誘因を与える必要がある。その誘因としては，不適当な照
会申出を拒絶しなければ，照会をした弁護士会が賠償責任を負わされるとすることが適
切である。( Ð）弁護士会は，照会先の協力を得るために，照会先が万一にも情報主体
から損害賠償請求の訴えを提起された場合には，補助参加をする用意があることを表明
することがあるようであり，またそうすることが望ましい59)。しかし，弁護士会が補
助参加をするにあたっては，参加の利益を有するかが問題となる。弁護士会は照会先か
ら損害賠償を請求される立場にあることを前提にすれば，補助参加の利益は確実に肯定
される。その前提を否定すれば，そして補助参加の利益を受訴裁判所が厳格に解すれば，
参加の利益は否定されことがあり得る。後者の場合には，「補助参加をする用意がある」
との言明は，結果的に，照会先を惑す甘言であった非難されるであろう。そのような言
明をしたか否かにかかわらず，弁護士会の補助参加の利益を肯定するために，弁護士会
の賠償責任を肯定する方がよい。
4 ま と め
現行の弁護士会照会制度は，照会先を公務所又は公私の団体に限定しているものの，
照会事項を《弁護士が受任した事件について必要な事項》と概括的に定め，かつ，審査
基準は，照会申出が「適当でないと認めるとき」は拒絶することができるという抽象的
なものである。そのため，弁護士会照会に強い法的効果を付与することはできない。し
かし，だからといって，弁護士会照会は任意の協力を求めるものであるとか，正当な理
由なしに報告を拒絶しても，損害賠償義務を含めて一切の不利益を負うことはないとす
るのは，行き過ぎのように思える。弁護士がその業務を適正に行うためには，精確な情
報が必要だからである。
弁護士法23条の⚒が照会事項について無限定的であるのは，弁護士が受任事件の適正
な処理のために必要とする情報が多様であり，広範だからである。その広範性を理由に，
弁護士会照会の法的効果を一律に弱めておくべきであるとするのは，典型的な「全部か
無かのいずれかだ」の思考方法であろう。照会先の義務を重くするためには，弁護士会
58) この点で，弁護士会照会は，裁判所が行う調査の嘱託 (民訴法186条）とはかな
り異なる。
59) 伊藤・前掲 (注11）23頁，長谷川 =木村・前掲 (注12）31頁参照。
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等による事前審査手続を充実させることが必要であり，それが困難であるというのも，
たしかに一理ある。しかし，正当事由の有無について弁護士会と照会先との間で紛争が
生じた場合には，弁護士会が報告義務確認請求の訴えを提起するという形の事後審査方
式をとることもできる。その判例の積み重ねのなかで，照会先が報告義務を負う場合が
具体化され，23条の⚒の規定の概括性の難点は克服されて行くと思える。
そして，報告義務があるにもかかわらず報告を拒絶した場合に，義務違反の非難だけ
で弁護士会照会の機能を維持することができるとは思われない。「公法上の義務の違反」
という非難は，通常はかなり重い非難である。しかし，こと情報提供義務については，
守秘義務や個人情報保護の要請といった報告義務に対立する価値があり，それが非難の
効果を弱めてしまうからである。報告義務違反の結果生じた損害については，賠償義務
が生ずる余地を認めるべきである。
報告義務違反があっても，義務違反について故意過失がなければ賠償義務を負わない
ということは，すでに承認されていることである。以下では，帰責事由の要件が充足さ
れることを前提にする。
多様な処理 報告すべき内容の重要性や報告拒絶の結果の重大性も考慮して損害賠
償義務の成否及び賠償額を決定することが考えられる。その処理は，照会申出弁護士の
依頼者が賠償請求権者として登場する場合には，認められやすい。他方，照会業務を行
う弁護士会との関係では，それがかなり難しいのは確かである。とりわけ，本件のよう
に弁護士会が照会に要した費用の賠償を求める場合はそうである。しかし，それでも，
弁護士会照会が弁護士への支援業務であることを前提にすると，支援の必要性は，報告
されるべき内容によって異なろう。支援の必要性の程度，すなわち照会申出弁護士が照
会事項について報告を得る必要性の程度に応じて，弁護士会の照会の必要性・重要性は
異なろう。さらに，照会先が報告義務を負い，報告拒絶が義務違反になるという点では
同じであっても，報告義務の程度及び義務違反の違法性の程度は，照会の必要性の程度
に応じて異なり，さらに，報告がなされることによって損なわれると予想される利益
(照会対象者の個人情報保護の利益や，照会先の秘密保持の利益や業務の円滑な遂行の
利益）よっても左右されるであろう。報告義務に違反した照会先の損害賠償義務の成否
及び賠償すべき損害額も，これに応じて異なると考えたい。それは，次のことを意味す
る。(Î）報告義務の程度が低い場合には，任意の履行を期待すべきであり，報告拒絶
は損害賠償義務を発生させないことがある。( Ï）その他の場合には，報告拒絶をした
照会先は，再度の照会に要した費用を弁護士会に賠償すべきである。照会の繰返しに回
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数制限はないのであるから，この賠償義務は重いと考えてよいであろう。( Ð）迅速に
報告を得る必要性が高く，報告義務の程度が高いと評価される場合には，報告拒絶は弁
護士法23条の⚒で認められた弁護士会の業務の妨害行為と評価され，上記 ( ×）以上の
損害 (例えば，本件においてＸが主張するような弁護士会の社会的評価の低下による損
害）についても賠償義務を負う。
弁護士法23条の⚒という同一条文に基づいて生ずる報告義務について，報告義務の程
度，報告拒絶の違法性の程度に差があるとし，報告拒絶による賠償義務の成否及び賠償
額に差を設けてよいとする解釈論は，いわば，多様な処理を認める考えであり，混乱を
招きやすく，解釈論として難しいとの批判 (特に，報告義務が判決により確認された場
合でも，その後の報告拒絶により賠償義務が生ずるか否かの点が不明確になるとの批
判）は甘受しなければならない。しかし，弁護士業務の多様性及び業務に必要な情報の
多様性を考慮すると，弁護士法23条の⚒に照会事項に応じて細分化した規定を設けるの
は困難であり，現行規定のような，概括的・抽象的文言にならざるを得ない。解釈に
よって多様な処理を認めることは，処理すべき事件の多様性と必要な情報の多様性に基
づくものであり，許容されると考えたい。
本判決の射程距離 本判決は，「23条照会に対する報告を受けることについて弁護
士会が法律上保護される利益を有するものとは解されない」という一般的理由 (適用範
囲の広い理由）で弁護士会の損害賠償請求権の発生を否定した。しかし，その理由が十
分に根拠付けられているようには見えない。本判決は，照会先の負う報告義務が単なる
倫理的義務ではなく法的義務であることが最高裁判例により承認されているとはまだ言
えない状況でなされたものである。また，その事案は，第三者の利益が害される可能性
のある事項について報告が求められ，報告義務が明白であるとは言い難い事案である。
状況が変われば，あるいは事案が異なれば，どのような結論にすべきかを改めて検討す
る必要があろう。本判決の判旨 ( ×と Ø）の射程範囲は狭いと見たい。
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